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全国の市における老人保健事業の費用とその関連要因
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目的　全国の市において老人保健事業の実施のために投入されている費用の実態を把握し，それらに影響を

及ぼす要因を探索する。

方法　対象は保健所を設置していない全国の市とした。調査項目は平成6年度の老人保健事業の各事業別の

利用者数，経費，従事した職員の延べ人数，事業1回当り平均所要時間などであった。従事した職員の

延べ人数，事業1回当り平均所要時間，職種別の給与から職員人件費を推定し，経費を加えた総費用を

算出した。総費用，総費用に占める職員人件費の割合，利用者1人当り費用，老人保健事業の対象人口

1人当り費用と人口，保健婦数などとの関連を分析した。

成績　健康診査は利用者数と総費用との相関が強く，利用者1人当り費用の市間のばらつきが小さかった

が，健康相談，健康教育，機能訓練は市間のばらつきが大きく，市によってサービス内容が多様である

ことが示された。

　人口規模との関連では，ほとんどの事業で対象人口1人当り費用との負の相関がみられたが，利用者

1人当り費用との相関はみられなかった。これは人口規模の大きい市の方がサービス利用率が低いこと

を反映している。

　人口規模を調整して保健婦数との関連をみると，ほとんどの事業で総費用との正の相関，いくつかの

事業で対象人口1人当り費用との正の相関，健康診査では利用者1人当り費用との負の相関がみられ

た。人口当りの保健婦数が多い市の方が投入される費用の総額は大きいが，これはサービスの利用実績

が高いことに起因することが示唆された。

　保健センターの有無との関連では，健康教育，機能訓練で保健センターを設置している市の方が利用

者1人当り費用が低かった。

　地域の健康水準の指標の一つとしての脳卒中と胃がんのSMRとの関連をみると，ほとんどの事業で

費用との関連は弱く，老人保健事業の投入量に地域の健康水準が反映されていない可能性があることが

示唆された。

結論　老人保健事業を経済的に評価するためには，投入量としての費用，中間的産出量としてのサービスの

量と質，最終的産出量としての効果，の3者の相互の関連を分析する必要がある。
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